公務員連絡会が特地勤務手当見直しの検討状況をただす（１１月１１日）

　交渉には、労働条件専門委員会交渉委員に加えて、見直しで大きな影響を受ける全開発、林野職組の代表が臨み、人事院側は上山職員団体審議官付参事官のほか給与三課の担当者が対応した。

　交渉の冒頭、石原労働条件専門委員長が「先日の地域代表による交渉では、地域の生活実態、個別の事情等について強く訴えてきたところである。現場からの要求を踏まえた検討状況について説明していただきたい」と求めた。

　これに対し人事院側は、「特地官署指定基準の見直しについては現在、鋭意検討中である。これまで、職員団体及び各府省から個別事情を含めて意見・要望をいただいている。その指摘も踏まえて、いま、各地域、具体的な官署ごとの個別事情、一般期と冬期における交通事情の違いなどについて精査中であるので、本日は現段階における概括的な検討状況について回答したい」と前置きして、次の通り説明した。

１．「準特地」に係る所要時間について、先般示した「官署からＤＩＤ（人口集中地区）まで50分以上」の基準については、若干緩める方向で検討している。

２．「冬期間」の取扱いについては、公的な資料をみても、一般の通常期と冬期間は所要時間が違うと認識しており、冬期間における基準を別途検討して設ける必要があると考えている。ただ、それが、どの程度の時間がかかっているのか、「冬期間」の考え方や実態については、さらに精査したい。

３．新たな基準によると、新規の特地指定官署が相当数入ってくる可能性がある。そうなれば、本来人事院が想定していた今回の官署指定基準の見直しについては、違った方向性になる。

　そこで、新規指定官署との関連では以下のような基準を原則とする必要がある。

① 宿舎の所在地がＤＩＤ内にある官署の場合の取扱いについては、特地指定官署以外の官署との均衡等を考慮し、１級下位に指定する。

② 各級地の所要時間の取扱いについては、原則として四捨五入方式を行わない。

③ ただし、既存官署に対する①及び②については、適用しない方向で検討している。

４．既存の指定官署に係る格付け（級地）の引下げ、解除については、最長３年間の経過措置を設ける方向で検討している。ただし、公務をめぐる最近の厳しい状況等をみると、これまでの経過措置（100/100、100/100、50/100の３年間）はなかなか取りにくく、厳しい内容になる見込みである。

５．新基準による級地の引上げ、新たな官署の指定の実施時期については、公務をめぐる厳しい状況、既存官署に係る経過措置の内容を踏まえ、新たな財源を必要としないよう段階的に実施したい。

　以上の検討状況の説明に対して、公務員連絡会側は次の通り質した。

①　準特地以外の所要時間については緩和しないのか。

②　新規の指定官署の数は現段階ではどれくらいになるか。

③　冬期間の旅行速度を緩和する具体的な考え方を示していただきたい。

④　特地勤務手当の総原資を変えずに、見直しによって削減される原資の範囲内で新規官署の指定を実施するやり方はこれまで例がない。この方法は今回の特地勤務手　当見直しに限った話か。

⑤　経過措置の検討内容については極めて不満である。前回の見直しの際の経過措置の面積はきちんと維持することを強く要請する。

　これに対して人事院側は、次の通り答えた。

①　既存官署については、四捨五入方式を採ることによって緩和することにしている。

②　既存官署の指定基準の簡便化に伴って、新規指定官署が大幅に出ることは財政上の問題もあることから、新たな財源を必要としない範囲で段階的に実施することを検討している。数については別途示すこととしたい。

③　オープンになっている対外的に説明しやすいデータを基本として、冬期間の旅行速度について割増しする方向で考えている。冬期間の設定の仕方についても検討中である。措置の仕方については、対外的に説明しやすいということから、冬期間について、冬期間の基準を別途設定して支給する」ということを考えている。

④　特地勤務手当の見直しは較差内での見直しであり、公務の厳しい状況を考えれば現行の原資を増やすことにはならないと考え、経過措置の範囲で新規指定官署の実施を段階的に行うこととした。しかし、この考え方は今回の特地手当見直しに限ってのものであり、すべての手当見直しに適用するものではない。

⑥　公務を取り巻く状況を考えれば、前回の見直しの際の経過措置の面積を維持する考えは採りがたい。

　交渉参加者からは、「『公共施設等が近隣に所在する官署を除く』という二重のしばりは、過疎地を切り捨てる考え方であり納得できない」「所要時間はＤＩＤ等の外縁からの距離を計測して算出するとあるが、『外縁』とは主に住宅地であるので、所要時間を引き下げるか、『中心部』と変えるべきである」「準特地の所要時間を緩和するとの考え方が示されたが、『50分以上』を『30分以上』に改めていただきたい」

「北海道における生活不便度が変わっていないことを考慮して、特段の配慮を要請する」「山間部にある官署は、日本が火山列島であるため、災害発生時には大きな危険地域になることを加味していただきたい」などと訴えた。

最後に石原労働条件専門委員長が、「本日は、人事院の現段階における検討状況の説明を受けたが、とりわけ経過措置の考え方については大きな不満がある。11月末の結論に向けて、本日の意見も踏まえて、われわれの要求に沿った基準緩和措置の実現等に特段の努力をお願いする。経過措置の考え方や新規指定官署の段階的実施等の問題については、指定解除や新規官署指定等の数など全体の姿が明確になった時点で改めて議論し、公務員連絡会としての判断を行いたい」と要請して、交渉を終えた。

公務員連絡会としては、さらに要求の実現を求めて交渉・折衝等を強め、月末には人事院職員団体審議官との最終交渉に臨み、見直しの具体案を明らかにさせることとしている。

以 上
